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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　黄鉄鉱粉末と、活性化剤とからなるとともに、黄鉄鉱粉末と、活性化剤とを併せて含有
する重金属の不溶化剤であって、
　前記活性化剤は、硫酸、塩酸、明礬石、焼石膏、硫酸第１鉄又は硫酸アルミニウムであ
り、
　前記重金属は、鉛、カドミウム、水銀、セレン及びヒ素の少なくとも１種であることを
特徴とする重金属の不溶化剤。
【請求項２】
　請求項１に記載の重金属の不溶化剤を用い、石炭灰、焼却灰、又はガス化炉から排出さ
れる灰を不溶化することを特徴とする重金属の不溶化方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、土壌、石炭灰、焼却灰等に含まれる有害物質の溶出抑制を行うための不溶化
剤組成に関する。
【背景技術】
【０００２】
　我が国においては、土壌汚染が判明した土地の件数が平成８年度から飛躍的に増加し、
現在、約３２万箇所の土地で土壌汚染が発生していると推定されている。また、海外にお
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ける土壌汚染の状況は、米国で５０万箇所、ヨーロッパにおいてはフランスで７０万箇所
、ドイツで３０万箇所と推定されている。さらに、アジア地域では近年の急速な工業化に
より、土壌汚染を含む環境面での様々な問題が複合的に発生しているといわれている。
【０００３】
　環境省発表の「平成１６年度土壌汚染対策法の実施状況及び土壌汚染調査・対策事例等
にする調査結果」によると、平成１７年度末日までに都道府県等が把握した土壌汚染調査
結果では、超過事例が１，９０６件となり、我が国の深刻な土壌汚染の現状が明らかにな
っている。このような背景の中、我が国では平成１５年に土壌汚染対策法が施行され、直
接摂取によるリスク、地下水等の摂取によるリスクの回避に重点をおいた対策が示され、
土壌汚染対策法の厳しい環境基準に対応できるような、抜本的な対策技術の確立が求めら
れている。
【０００４】
　調査により判明した土壌汚染原因の内訳は、重金属等超過事例が６１％、揮発性有機化
合物（ＶＯＣ）超過事例が２５％、複合汚染超過事例が１４％となっている。重金属等の
汚染原因物質の順位は、鉛、ヒ素、フッ素、六価クロム、水銀、シアン、セレン、カドミ
ウム、ホウ素、アルキル水銀の順になっており、また、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）超過
事例では、原因物質はトリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、シス－１，２－ジク
ロロエチレン等の順となっている。
【０００５】
　一般廃棄物、ごみ処理施設から排出される焼却灰などの処理残渣を合わせた埋め立て総
量は、平成１３年度では９９０万トンとなっている。ごみの選別・破砕などによる再資源
化の努力により、この埋め立て総量は年々減少しているが、一般廃棄物の最終処分場の残
余年数は逼迫した状況にある。
【０００６】
　したがって、まず第１に焼却灰の減容処理を行い、処理量の低減を図ることが望まれる
。また、焼却灰等に含まれる有害物質を確実に無害化し、建設分野等でリサイクル利用を
推進することが望まれる。
【０００７】
　一方、火力発電により発生する大量の石炭灰の安全で経済的な処理やリサイクル利用の
促進も重要な課題となっている。近年の原油価格の高騰により、発電燃料は石油から石炭
へと急速にシフトが進んできている。平成１４年度末に３，３７７万ｋＷであった石炭火
力発電設備は、平成１９年度には３，９２２万ｋＷ、平成２４年度には４，３１５万ｋＷ
となる計画となっており、これにより、国内の石炭灰発生量は、平成１４年度末の約９２
０万トンが、平成１９年度末には約１，０００万トンに達するものと予測されている。
【０００８】
　現在の石炭灰の処理の状況をみると、排出量の５５％が有効利用され、４５％が主に海
域で埋め立て処分されているが、この埋め立て処分地の確保が非常に困難になってきてい
る。また、石炭灰の具体的な有効利用の用途としては、セメント原料及び土木・建築分野
での利用が９０％を占めている。
【０００９】
　我が国で排出されている石炭灰は基本的には重金属等の溶出は少ないが、一部には土壌
環境基準を超過するホウ素、フッ素、六価クロム，ヒ素などの溶出量を生ずるものが存在
している。石炭灰は、路盤材、軽量裏込材など建設分野での応用範囲が広いため、安価で
確実な有害物質の不溶化技術が確立されれば、さらに、そのリサイクル利用を推進するこ
とができると考えられる。
【００１０】
　重金属等の有害物質で汚染された土壌や灰の一般的な処理対策として、置き換え法、土
壌洗浄、遮蔽、不溶化処理などが挙げられる。置き換え法は汚染土を処理場に処分し、良
質土と置き換える方法である。また、土壌洗浄は、汚染土を洗浄により汚染物質と分離し
た後に現地に戻す方法であり、土壌より有害成分を除去するため、安全で確実な方法であ
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るが、比較的コストは高く、また、汚染土を処分するため廃棄物が発生することになる。
また、遮蔽は、シートパイル、地中壁を設置することで汚染された領域を隔離・遮蔽する
方法で、隣接への汚染物質の移動を防ぎ、汚染の拡散を防ぐ方法であり、汚染土そのもの
の無害化処理に主眼をおいたものではない。
【００１１】
　不溶化処理は有害物質溶出抑制効果をもつ薬剤を汚染土、灰に混合処理し、再び現地に
戻す方法であり、経済的で廃棄物が発生しない利点がある。不溶化処理法は、置き換え法
において、汚染土壌を処分場に処理するため、含有する有害物質の溶出量低減を行うため
に用いられる。これらの技術の中で、不溶化処理は経済性に優れるため、大量に発生する
灰などの廃棄物の処理に適する。例えば、現在、焼却飛灰のほとんどは、不溶化処理を行
った後、処理場に処分されている。
【００１２】
　鉛は代表的な両性金属物質であり、酸性領域では陽イオンとして、また、高アルカリ領
域では水酸化物として溶液中に熔解しやすい性質を有している。このため、例えば、高ア
ルカリの特性をもつ、セメントや石灰を用いて不溶化処理を行っても、鉛の溶出を止める
ことは困難である。
【００１３】
　土壌や灰に含まれる鉛を不溶化する方法としては、例えば軽焼マグネシアなどを主とす
る組成物を用いて不溶化処理を施し、土壌や灰のｐＨを中性～１０程度の範囲に制御し、
鉛を水酸化物として固定する方法がある。この方法は簡易で、極めて優れた方法であるが
、例えば消石灰を吹き込んだ高アルカリの焼却飛灰等に対しては、適用することは困難で
ある。
【００１４】
　また、鉛を不溶化する別の方法として、硫化剤を添加し難溶性の硫化鉛を生成する処理
法が挙げられる。この方法は水処理の分野では硫化物法として古くから知られており、不
溶化処理においても、硫化鉛はｐＨ４程度～高アルカリの幅広い条件で溶解度が低く、こ
のため、環境中に晒しても極めて安定した状態を保つことができる利点がある。また、同
様の原理で、カドミウム、水銀などを硫化物法により溶出抑制を行うことができる。
【００１５】
　硫化物を形成するために用いられる一般的な硫化剤として、硫化ナトリウム、水硫化ナ
トリウム、キレート硫化剤などが挙げられる。硫化ナトリウム、水硫化ナトリウムの無機
硫化剤の使用には、有毒な硫化水素ガス発生のリスクが伴うため、取り扱いが困難な問題
点があった。
【００１６】
　このため、例えば焼却飛灰のように、鉛を高含有する廃棄物の処理には、現在はキレー
ト硫化剤が一般的に用いられている。しかしながら、キレート剤を用いた処理は比較的高
価であり、また環境中では、紫外線劣化等による長期的安定性も懸念される問題点があっ
た。
【００１７】
　なお、鉛を含む汚染土壌、灰等の不溶化技術として、特許文献１では三酸化二鉄、三水
酸化鉄などの鉄化合物を添加して混合した後、加熱処理する方法が開示されている。また
、文献２には鉛を固定するキレート剤技術についての発明が示されている。
【００１８】
　六価クロムを含む汚染土壌、灰等の不溶化処理として鉄粉、硫酸第１鉄などの還元剤を
添加する方法が従来より行われている。例えば特許文献３では硫酸第１鉄などの硫酸イオ
ン含有化合物と生石灰やセメントと組み合わせた不溶化方法が開示されている。また、特
許文献４では、高炉スラグ粉末、粉末硫黄、石炭微粉末、硫酸第１鉄などの還元性を有す
る溶出低減剤と、セメントなどの水硬性材料を組み合わせて行う不溶化方法が示されてい
る。
【特許文献１】特開２００５－２７０７４６号公報
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【特許文献２】特開２００５－８９５６５号公報
【特許文献３】特開２００４－２８３７５７号公報
【特許文献４】特開２００６－１９３９７１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　前述のように鉛、六価クロム等の有害物質溶出抑制には様々な方法があるが、高濃度の
汚染に対応することは難しい。また、複合汚染においては、汚染の原因物質に応じて処理
方法を変更する必要があることから、すべての原因物質について厳しい環境基準に対応す
るように処理することは難しく、処理が煩雑、高コストになるという問題があった。
【００２０】
　また、キレート剤を用いる方法では、キレート剤が一般的に高価であることによるコス
ト上の問題があるほか、キレート剤が有機材料であることにより、環境中で劣化しやすい
という問題があった。
【００２１】
　本発明の目的は、高濃度の鉛、カドミウム、水銀等を含有する土壌、灰などの、経済的
かつ効果的な不溶化技術を提供することにある。さらには、鉛、カドミウム、水銀に加え
て、六価クロム、セレン等の陰イオン型の有害物質、及びこれらによる複合汚染を生じて
いる土壌、灰の効果的な溶出抑制技術を提供することにある。このような陰イオン型の複
数の有害物質を含む材料の典型的な例としては、例えば石炭灰などがある。また、本発明
はこれらの溶出抑制技術を提供することにより、処理した土壌や灰のリサイクル利用の促
進を図ることを目的とする。さらには、焼却施設において、焼却飛灰を安全に確実に不溶
化処理することができる吹込剤としても使用することができる有害物質の不溶化剤を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２２】
　本発明の重金属の不溶化剤は、黄鉄鉱粉末と、活性化剤とからなるとともに、黄鉄鉱粉
末と、活性化剤とを併せて含有する重金属の不溶化剤であって、前記活性化剤は、硫酸、
塩酸、明礬石、焼石膏、硫酸第１鉄又は硫酸アルミニウムであり、前記重金属は、鉛、カ
ドミウム、水銀、セレン及びヒ素の少なくとも１種であることを特徴とする。
【００２３】
　本発明の重金属の不溶化方法は、本発明の重金属の不溶化剤を用い、石炭灰、焼却灰、
又はガス化炉から排出される灰を不溶化することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の有害物質の不溶化剤によれば、土壌や灰等に含まれる鉛、カドミウム、水銀、
六価クロム、セレン、ヒ素、等の溶出抑制、トリクロロエチレン、ダイオキシン、ＰＣＢ
類等の有機塩素化合物の分解による無害化を確実に、経済的に行うことができる。
【００２５】
　水銀の不溶化処理ついては環境基準値が厳しいため、従来技術による処理は困難である
といわれているが、本発明によれば簡易に効率的な処理が可能である。
【００２６】
　さらに、本発明の有害物質の不溶化剤は高濃度の鉛、六価クロム等を含有する焼却灰の
不溶化処理剤、吹き込み剤として好適に用いることができる。本発明の有害物質の不溶化
剤を用いて無害化された土壌や焼却灰などは堅固に硬化するため、安全にリサイクル利用
することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、本発明の有害物質の不溶化剤について詳細に説明する。
【００２８】
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　本発明の有害物質の不溶化剤は、硫化鉄鉱と、活性化剤とを含有するものであり、地表
に豊富に存在する天然鉱物である硫化鉄鉱を活用し、鉛、六価クロムなどを含有する土壌
、焼却灰などの溶出抑制を行うものである。
【００２９】
　硫化鉄鉱としては二硫化鉄、黄鉄鉱、白鉄鉱、磁硫鉄鉱を用いることができ、これらは
反応活性を高めるため、１．０ｍｍ以下、好ましくは０．５ｍｍ以下に粉砕して使用する
ことが好ましい。
【００３０】
　硫化鉄鉱は硫黄成分を４０%程度も含有する硫化化合物でありながら、常温では安定な
物質であり、悪臭も伴わず、また有毒な硫化水素ガスの発生も生じないため、取り扱いが
容易である。また、これらは地表に多く存在し、日本国内にもアジア諸国にも多く分布す
る天然鉱物であるため、原料の確保の面で経済性に優れる利点ももっている。
【００３１】
　本発明の有害物質不溶化剤は、硫化鉄鉱粉体と活性化剤を併せて含有することを特徴と
する。活性化剤は、硫化鉄鉱表面に作用し、酸化分解を促進する機能をもっている。土壌
や灰に硫化鉄鉱のみを添加した場合には、短期間に不溶化効果を得ることは困難であるが
、本発明の有害物質の不溶化剤は、活性化剤を併せて含有しているため、数日から１週間
程度以内の短時間に優れた不溶化効果が得られる。また、塩素イオン、硫酸イオン、硝酸
イオン等を含有する汚染土壌、焼却灰等は活性化剤を添加しなくても同様の効果を得るこ
とができる。すなわち、汚染土壌に活性化剤の成分が含まれる場合には、この活性化剤の
成分を利用し、硫化鉄鉱を添加するだけで同様の効果を得ることができる。したがって、
予め活性化剤を含有する汚染土壌、スラグ、焼却灰、ガス化炉から排出される灰に、少な
くとも硫化鉄鉱を含有する不溶化剤を添加することで、有害物質を不溶化することができ
る。
【００３２】
　活性化剤としては硫酸、塩酸、硝酸、カルボン酸、スルホン酸、硫酸化合物、塩化物、
硝酸化合物、カルボン酸化合物、スルホン酸化合物、過酸化水素水、次亜塩素酸ナトリウ
ム等を用いることができる。活性化剤として用いる硫酸化合物としては硫酸アルミニウム
、硫酸カリウム、硫酸マグネシウム、硫酸ナトリウム、硫酸鉄（II、III）、石膏、明礬
、明礬石、鉄明礬石、重晶石等がある。また、塩化物としては塩化アルミニウム、塩化カ
リウム、塩化マグネシウム、塩化ナトリウム、塩化鉄（II、III）、塩化カルシウム等、
硝酸化合物としては硝酸カリウム、硝酸ナトリウム、硝酸カルシウム、硝酸鉄（II、III
）等がある。さらにカルボン酸化合物としては、酢酸、ギ酸等、スルホン酸化合物として
はメタンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸等が挙げられる。
【００３３】
　本発明の活性剤は硫酸イオン、塩素イオン、硝酸イオン、カルボキシル基、スルホ基等
を付与する物質であればその他の無機物質の化合物、有機物質でも利用が可能であるが、
経済性を考慮すると無機材料の使用が好ましい。また、地下水などの汚染の影響の少ない
硫酸、塩酸、硫酸化合物、塩素化合物の使用が好ましいと思われる。
【００３４】
　本発明の組成物である硫化鉄鉱は、水と酸素と接触することで酸化分解を生じ、さらに
活性化剤と組み合わせて使用することで、短期間に酸化分解を生じる（化１、化２）。
【００３５】
　この現象を利用して、例えば化３に示すように硫化鉄鉱の表面に析出させ、陽イオン型
有害物質を固定するものと考えられる。本発明の不溶化剤ではこの機構により鉛、カドミ
ウム、水銀などの不溶化処理が可能である。
【００３６】
　硫化鉄鉱は最終的には３価の鉄化合物まで酸化されるため、強い還元機能を有し、六価
クロム、セレンなどの不溶化剤としても好適に用いることができる。化４にはセレンの還
元を示している。
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【００３７】
【化１】

【００３８】
【化２】

【００３９】
【化３】

【００４０】
【化４】

【００４１】
　また、この外、硫化鉄鉱のＳ部分はヒ酸等と交換する性質があり、また、酸化分解によ
り水酸化鉄を生成するため、本不溶化剤はヒ素の固定機能をもっている。
【００４２】
　さらに、本不溶化剤の強い還元機能を利用してトリクロロエチレン、テトラクロロエチ
レンなど揮発性有機化合物（ＶＯＣ）、ダイオキシン、ＰＣＢ類等の有機塩素化合物の分
解、脱塩素による無害化処理、前記の重金属等の有害物質と揮発性有機化合物との複合汚
染の処理にも用いることができる。下記には有機塩素化合物（ＲＣｌ）がエチレン類（Ｒ
Ｈ）に還元処理場合される化学式を示す。
【００４３】
【化５】

【００４４】
　また、本発明の不溶化剤は、さらに水硬性材料を添加することで、土壌や灰を堅固に固
化することができ、これにより被処理物の解砕や飛散を防ぎ、また透水性を低下させる効
果が生まれ、不溶化処理の効果をさらに高めることができる。また、硫化鉄鉱と活性化剤
の添加により酸性側となった土壌や灰を中和処理する効果も合わせ持つ。
【００４５】
　本発明では、水硬性材料として、軽焼マグネシア、セメントや石灰原料、軽焼ドロマイ
ト、炭酸マグネシウム、石灰石、ドロマイトを用いて灰や、土壌の固化処理を行いながら
、鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、セレンなどの不溶化処理を同時に行うことができ
る。本発明に用いられる軽焼マグネシア（酸化マグネシウム）は、天然鉱物であるマグネ
サイト（炭酸マグネシウム）を７００～８００℃で焼成したもの、ブルーサイト（水酸化
マグネシウム）を３００～８００℃で焼成したものが好適である。また、本発明にはドロ
マイトを７００～１３００℃、好ましくは７００～１０００℃で焼成した軽焼ドロマイト
をマグネシウム及びカルシウムを含む原料として用いることができる。本発明に用いる軽
焼マグネシア、生石灰、消石灰などの石灰原料、軽焼ドロマイト、炭酸マグネシウム、石
灰石、ドロマイトは反応性を高めるため、０．５ｍｍ以下、好ましくは０．１ｍｍ以下に
粉砕した粉末として使用することが好ましい。
【００４６】
　これらの水硬性材料を添加することにより、土壌、灰を堅固に固化、減容することがで
き、リサイクル材料、地盤材料として好適に用いることができる。さらに、本発明の不溶
化剤は無機剤で構成されているため、長期にわたって安定である。
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【００４７】
　本発明の有害物質の不溶化剤は、さらに珪酸アルカリ金属塩を含有してもよい。珪酸ア
ルカリ金属塩を含有することで、本発明の不溶化剤によって固化された処理材の強度発現
を高めることができ、これにより不溶化効果が向上し、また、好適にリサイクル利用を促
進することができる。
【００４８】
　すなわち、珪酸アルカリ金属塩溶液は、Ｃａ、Ｍｇ、Ａｌ、Ｂａなどの多価金属イオン
と反応して、不溶性の珪酸金属塩水和物や珪酸を同時に生成してゲル化する。例えば、珪
酸アルカリ金属塩として珪酸ソーダ、多価金属イオンとしてＣａを用いた場合、化６の反
応によりゲル化する。なお、この反応においてＳｉＯ２も同時に生成する。この機構によ
り、不溶化処理剤の強度特性は向上し、また処理剤に撥水性を付与することができる。
【００４９】
【化６】

【００５０】
　ここで、珪酸アルカリ金属塩としては、特定のものに限定されるものではないが、例え
ば、水ガラス、カリウム水ガラス、シリカゾル、リチウム水ガラス、粉末珪酸ソーダ、粉
末珪酸カリウムを用いることができる。特に、水ガラス、カリウム水ガラス、リチウム水
ガラスを用いた場合は、その分散効果に基づく減水作用により、より効果的に有害物質を
不溶化し、被処理物の強度特性を向上させることができる。
【００５１】
　ところで、一般ゴミ焼却施設では、燃焼ガス内に塩化水素ガスが大量に発生するので、
焼却施設の腐食を防ぐため、現在、大量のアルカリ剤を吹き込む方法を採っている。この
煙道内のガス温度は通常１５０～２００℃となっている。
【００５２】
　本発明の有害物質の不溶化剤の組成物である硫化鉄鉱は、前述のように塩酸を活性化剤
として用いることができ、これにより鉛や六価クロムの強い不溶化効果が生まれる。この
メカニズムを用いて、本発明の不溶化剤を吹き込み剤として使用することができる。前述
の通り、焼却ガスの中には、本発明の活性化剤である塩化水素ガスが高濃度で含まれてい
るからである。
【００５３】
　この場合、煙道を保護するために同時にアルカリ剤を吹き込む必要があり、このアルカ
リ剤として、消石灰、重曹、軽焼マグネシア、水酸化マグネシウム（ブルーサイト）が挙
げられる。
【００５４】
　また、この吹き込み剤には活性炭を添加し、ダイオキシンの吸着を行うこともできる。
本発明の組成物を吹き込み剤として使用することで、事後の不溶化剤添加による混練処理
を行う必要がなくなる。
【００５５】
　本発明の有害物質の不溶化剤は、さらに遅延剤を含有してもよい。この遅延剤は、混練
処理に必要な時間、混練後の運搬、埋め立てなどの処理に必要な時間を確保するために、
固化反応を遅延させる目的で用いられる。遅延剤の添加量は、不溶化剤成分合計質量の１
０質量部以下が好ましい。
【００５６】
　ここで、遅延剤としては、特定のものに限定されるものではなく、例えば、オキシカル
ボン酸塩、スルホン酸ソーダ、澱粉分解生成物、多糖類、有機酸、コンクリート混和剤、
アルカリリン酸化合物、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウムを用いることができる。
【００５７】
　なお、本発明の有害物質の不溶化剤を用いて、有害物質を確実に不溶化するためには、
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成されるため容易に攪拌・混練を行うことができるため、特殊な混練方法は必要としない
。実際の処理には、ミキサーを用いた混練や、重機による攪拌混合処理などにより混練を
行う方法が用いられる。例えばスタビライザー、ブルドーザ、バックホウ、自走式土壌改
良機、高圧噴射法を用いた混練処理を行うことができ、さらに、ベルトコンベヤーと重力
式混合装置の組み合わせや、回転打撃による撹拌方法など公知の混練方法を使用してもよ
い。
【００５８】
　本発明の有害物質の不溶化剤は、重金属等を含有する石炭灰や焼却灰等と混合して、安
全に埋め立て処理を行うことができ、さらに、例えば、粒状物に加工して道路路盤材料、
裏込め材として安全にリサイクル利用を行うことができる。そして、本発明の有害物質の
不溶化剤は、固化強度が従来の技術よりも大きいため、地盤強度を容易に確保することが
でき、また、長期の不溶化効果が期待できる。
【００５９】
　なお、本発明は上記の実施例に限定されるものでなく、本発明の要旨の範囲内において
種々の変形実施が可能である。
【００６０】
　以下、具体例に基づき、さらに詳細に説明する。
【実施例１】
【００６１】
　土壌に重クロム酸カリウムを添加し、土壌中の六価クロム含有量を２００ｍｇ／ｋｇに
調整した汚染土を模擬的に作成し、これを湿潤に保ったまま１週間、養生した。
【００６２】
　この汚染土壌に表１に示す不溶化剤と水を添加し、モルタルミキサーにより３分混練後
、２０℃の恒温で１週間養生を行った。各サンプルを用いて、平成３年環境省告示第４６
号に示す方法に従って溶出試験を実施した。この結果を表２に示す。
【００６３】
　不溶化剤を添加しない土壌の六価クロム溶出量は１７ｍｇ／Ｌと非常に大きい値を示し
た。これに二硫化鉄粉を１．５質量％添加した比較例２ではかなり六価クロム溶出量が低
下したが、第１種土壌環境基準を満足することはできなかった。これに活性化剤である明
礬石、焼石膏を添加すると六価クロム溶出量はさらに低下して、基準以下となった。
【００６４】
【表１】

【００６５】
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【表２】

【００６６】
　ここで、二硫化鉄粉（黄鉄鉱粉）は中国製粉砕品（Ｆｅ：４３％、Ｓ：４７％、粒度－
１００μｍ通過４７％）、明礬石としては東海工業株式会社製（ＳｉＯ２：５７．４％、
Ａｌ２Ｏ３：１２．１％、Ｆｅ２Ｏ３：０．４％、ＳＯ３：１１．１％、Ｋ２Ｏ：１．６
％、Ｎａ２Ｏ：０．８％、ＣａＯ：０．３％、粉末度３０００ブレーン）、焼石膏は吉野
石膏製の半水石膏（含有量９１．５％以上、ＳＯ３：５０．５％以上、ＣａＯ：３５．３
％、Ｈ２Ｏ：２．５％以上）を用いた。
【実施例２】
【００６７】
　土壌に硝酸鉛を添加し、土壌中の鉛含有量を３０００ｍｇ/ｋｇに調整した汚染土を模
擬的に作成し、これを湿潤に保ったまま１週間、養生した。この汚染土壌に表３に示す不
溶化剤と水を添加し、モルタルミキサーにより３分混練後、セメント協会基準ＪＣＡＳ 
Ｌ－０１：２００３に基づきφ５０ｍｍ、Ｈ１００ｍｍの圧縮強度試験供試体を作成した
。この供試体を２０℃の恒温で１週間養生を行い、圧縮強度試験を行った。さらに、圧縮
強度試験を行った試験片を粉砕し、環境省告示第４６号に示す方法に従い溶出試験を実施
した。この結果を表４に示す。
【００６８】

【表３】

【００６９】
　ここで、二硫化鉄粉（黄鉄鉱粉）は中国製粉砕品（Ｆｅ：４３％、Ｓ：４７％、粒度－
１００μｍ通過４７％）を、生石灰は上田石灰製造株式会社製（ＣａＯ：９７．１％、Ｓ
ｉＯ２：０．０３％、Ａｌ２Ｏ３：０．０１％、Ｆｅ２Ｏ３：０．０１％、ＭｇＯ：０．
５％、ｉｇ．ｌｏｓｓ：１．６％、－０．５ｍｍふるい通過９７％）、硫酸アルミウムは
東信化学工業株式会社製（Ａｌ２Ｏ３：１６％、Ｆｅ：０．０６％）試薬を用いた。
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　二硫化鉄粉のみを添加した比較例３では鉛の溶出量が大きかったが、これに活性化機能
をもつ硫酸化合物、塩素化合物を加えることで鉛の溶出量は低下した。
【００７１】
【表４】

【実施例３】
【００７２】
　本実施例では、アルカリ焼却灰の不溶化を行った。
【００７３】
　表５の組成、表６の有害物質含有量の特性をもつ焼却飛灰の溶出抑制について検討した
。この灰は、一般的なアルカリ焼却灰の組成を有しており、鉛、フッ素を比較的多く含有
していた。
【００７４】
　この灰の環境省令４６号に規定する方法による溶出試験結果を表７に示す。焼却灰の鉛
溶出量は処理場への受け入れ基準である第２溶出量基準を超過していた。また、焼却灰中
にカルシウムを大量に含んでいるため、フッ素の溶出量はさほどではなく、第２溶出量基
準以下であった。その他の有害物質については全て基準以下の結果となっており、アルカ
リ焼却飛灰の処理においては、鉛の効率的処理が最も重量であることが分かった。
【００７５】
　この焼却灰に本発明の不溶化剤を水と一緒に加えて、モルタルミキサーにより３分混練
後、２０℃の恒温で１週間養生を行った。各サンプルを用いて、平成３年環境省告示第４
６号に示す方法に従って溶出試験を実施した。この結果を表８に示す。
【００７６】
　黄鉄鉱粉末のみを添加した比較例においても、鉛の溶出は低減されるが、本発明の組成
である活性化剤成分である硫酸アルミニウム、硫酸、塩酸とを組み合わせることで、実施
例６のようにさらに効果が大きくなり、養生期間１週間で実施例７、８のように、検出限
界以下まで溶出抑制を行うことができた。
【００７７】
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【表５】

【００７８】
【表６】

【００７９】
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【表７】

【００８０】
【表８】

【００８１】
　ここで濃硫酸：濃度９６％、関東化学製試薬、塩酸：濃度３５％、関東化学製試薬、そ
の他の薬剤は前述の実施例と同様のものを用いた。
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